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繊維輸入業界の３Rアクションプラン
日本繊維輸入組合
(社)日本貿易会
日本繊維輸入組合と（社）日本貿易会は共同で、輸入業界としての繊維製品3R（リユース、リデュース、リサイクル）アクションプランを検討した。

作成するにあたっては、我が国の繊維製品輸入及びその流通における輸入業者の役割について関係各位の理解を得るため、別紙にその概要を記した。

日本繊維輸入組合と（社）日本貿易会の構成メンバーの繊維輸入の大部分は、中国を初めとする途上国からのOEM生産品の受託輸入であり、輸入する商品の内容や数量を組合員や貿易会会員の商社独自で意思決定する割合は少ない（全体の約4％）。
また、この4％中でもEU諸国や米国からの輸入の多くが、開発輸入型ではなく商品企画は輸出国において立てられている。
　それに加え商社の繊維輸入部門では、マテリアルリサイクルなどを進める技術を持ち合わせていない。

　こうした現状から組合員及び貿易会会員として実行可能である啓発・広報活動とリユースを中心に繊維製品3Rアクションプランを以下作成した。

記

一、繊維製品3Rに関する啓発・広報活動

１．機関誌・インターネット等の媒体による組合員・会員に対する啓発・広報活動

（１）
両団体の組合員・会員の繊維製品の3Rに対する啓発、理解促進を目的

（２）
両団体の機関誌及びＨＰに「繊維製品3R推進コーナー（仮称）」を設置

（３）
官民の繊維製品3Rに向けた取り組み、リサイクル商品の紹介、関連業界の進めるリサイクルシステムの記事等々を掲載
（４）
掲載方法

①日本繊維輸入組合

機関誌名：「テキスタイルトレード」

発　　行：毎月1回

発行部数：960部

発送先：組合員、関係団体、大使館、組合員海外支店、海外関係機等
掲載時期：2003年度より掲載を開始継続する

HPアドレス：http://www.jtia.or.jp
②（社）日本貿易会
機関誌名：「日本貿易会月報（JFTC MONTHLY）

発行部数：2000部

発送先：会員、官庁、関係団体、大使館等

掲載時期：2003年度より掲載を開始継続する

HPアドレス：http://www.jftc.or.jp
２．組合員・会員を対象とした繊維製品3Ｒに関する研修会の実施

（１）
両団体の組合員・会員を対象として繊維製品3Ｒに関した実務、実例の研修
（２）
毎年春、秋に日本繊維輸入組合が実施している貿易実務研修会を拡大し、繊
維製品3Ｒについての実務研修を追加

（３）
実施概要

実施時期：
2003年秋から実施

実施場所：
東京・名古屋・大阪でそれぞれ開催

参加者数：
2002年実績
春（5月開催）東京120名、名古屋30名、大阪130名

秋（10月、11月開催）東京126名、名古屋32名、大阪88名
テーマ：
ITを活用した、実需に直結したSCの構築例

QR生産による、見込み生産の削減例

生産技術・検品技術の向上による不良品在庫の削減例

組合員・会員の繊維製品3Rに関する取り組み事例

関連業界の繊維製品3Rの取り組み状況等

３．関係繊維業界のリサイクル活動・リサイクルシステムの周知

（社）日本アパレル産業協会のアパレルリサイクルシステムを輸入組合・日本貿易会の組合員・会員に周知する。その他故繊維業界などのリサイクルに関する活動に参加し組合員・会員に内容を周知する。周知の方法は、輸入組合・日本貿易会の機関誌及びホームページに掲載して行う。

二、リユースの取り組み

１．非営利団体等の繊維製品リユースへの協力

我が国にはすでに特定非営利活動法人（NPO）で、海外に中古衣料品などを救援物資として供与している団体があり、また各地において非営利団体が中古衣料品の再利用のための活動を行っている。こうした中古衣料品等の再利用に関する団体への支援を通じ、リユースの推進を図る。具体的には次の活動を行う。

（１）
特定非営利活動法人（NPO）日本救援衣料センター（在大阪）が行う衣料品援
助への支援救援物資の提供、海外への輸送コスト削減等の支援、輸送経費の支援。

（２）
日本救援衣料センターの会員募集に協力する。このため日本繊維輸入組合員、



及び（社）日本貿易会会員に同センターの活動を周知する。また、各組合員・



会員ベースでの救援物資の提供等の同センターへの協力と支援を促す。

（３）
その他の非営利団体に対してリサイクル用衣料品の提供を行う。

２．海外の中古衣料輸入禁止措国に対する門戸開放の働きかけ

繊維製品3R推進に大きく資するものと考えられることから、政府間だけでなく民間ベースでも中古衣料の輸入制限を行っている国に対し働きかけを行う。

（１）
日本繊維輸入組合が海外関係団体と行っている定期協議等で継続して申し入



れを行なう。
（2） 貿易・投資円滑化ビジネス協議会の「各国・地域の貿易・投資上の問題点と
その要望」に中古衣類の輸入制限を含め、APEC等の民間セクターの要望テーマとして働きかける。

三、そのほかの取り組み

１．海外における繊維製品リサイクルの調査

（１）
海外諸国の繊維リサイクルの実情把握と我が国の現状の比較を進め、今後の



リサイクルのあり方についての基礎資料収集及び関係者への配布。

（２）
ドイツ・米国等の先進国は調査報告があるため、主にアジア諸国へ調査員を



派遣、中古衣料の活用等3Rへの取り組みの実状を調査する。

（３）
実施状況
　　　

派遣時期：2002年度

　　　

派遣地域：台湾

　　　

派遣期間：2003年2月26日～3月1日

　　　

調査報告：機関誌、HP等で公表する（別調査報告参照）
（4） 2003年度は継続実施する（派遣予定地域：シンガポール）。2004年度以降は
調査結果を踏まえ検討する

四、アクションプランの公表・評価

１．アクションプランは機関誌、HPに掲載するとともに、適宜リサイクル対策グル


ープで見直しを行い、状況の変化に対応した修正を行う。

2． 
アクションプランの実施状況評価のため、経済産業省、専門機関等の第三者の
専門家を交えた拡大ワーキンググループを毎年度末実施し、結果を機関誌・HP
に掲載し公表する。

以上

PAGE  
1

